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新
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、

約
１
兆
９
４
０
２
億
円
と
な
り
、
４

年
ぶ
り
に
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。

　

実
質
的
に
は
制
度
変
更
に
よ
る
も

の
を
考
慮
す
る
と
、
前
年
度
と
大
き
く

は
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、
税
収
入
の
減

少
に
よ
り
貯
金
で
あ
る
財
政
調
整
基

金
を
崩
す
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

予
算
案
は
、
歳
入
減
と
い
う
厳
し

い
現
状
か
ら
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中

で
こ
れ
ま
で
以
上
に
緊
急
性
や
将
来

性
を
考
え
、
優
先
さ
れ
る
べ
き
施
策
を

見
極
め
審
議
を
し
ま
し
た
。
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県
税
収
入
は
、
主
に
法
人
事
業
税

の
減
少
が
影
響
し
、
0.9
％
の
減
少
と

な
り
ま
し
た
。
貯
金
と
も
い
え
る
財

政
調
整
基
金
か
ら
、
１
８
０
億
円
を

取
り
く
ず
す
こ
と
で
減
少
分
を
補
い

ま
し
た
。

□
□
□ 

歳
出 

□
□
□

　　

歳
出
総
額
に
お
け
る
「
義
務
的
経

費
」
は
、
人
件
費
や
社
会
保
障
関
係

費
と
い
っ
た
、
言
わ
ば
固
定
費
に
当

り
ま
す
。

　

こ
の
中
で
は
、
介
護
・
医
療
・
児

童
関
係
費
が
前
年
度
比
7.4
％
増
、
10

年
前
と
比
べ
る
と
２
倍
以
上
に
膨
ら

む
な
ど
、
今
予
算
案
で
は
義
務
的
経

費
が
83
％
を
越
え
て
硬
直
化
が
進
む

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
義
務
的
経
費
を
引
い
た
残
り

16.7
％
の
「
政
策
的
経
費
」
が
、
上
記

（
２
０
１
７
年
度
の
主
な
事
業
）
の

事
業
や
取
組
み
を
始
め
と
す
る
様
々

な
政
策
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

　

前
年
度
比
7.6
％
の
減
と
な
る
政
策

的
経
費
で
は
、
学
校
で
体
力
向
上
に

取
組
む
た
め
の
指
導
等
の
「
未
病
」

対
策
、
２
０
１
９
年
の
ラ
グ
ビ
ー
Ｗ

カ
ッ
プ
な
ど
に
向
け
た
情
報
発
信
等

の
観
光
振
興
、
ま
た
２
０
２
０
東
京

五
輪
に
関
わ
る
経
費
、
共
生
社
会
の

実
現
に
む
け
た
取
組
み
等
に
重
点
が

置
か
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
安
全
で
安
心
な
ま
ち
づ
く

り
を
め
ざ
し
警
察
官
57
名
の
増
員
が

決
ま
っ
た
ほ
か
、
着
工
に
入
る
羽
田

連
絡
道
路
整
備
の
た
め
の
予
算
も
計

上
さ
れ
て
い
ま
す
。

【子育て・健康】
　◇介護人材の確保   4 億 5256 万円
　◇地域限定保育士試験　　　   5512 万円

【五輪関連】
　◇セーリング関連施設整備費  4000 万円
　◇葉山港の改修   2 億 4500 万円

【東日本大震災被災者支援】
　◇被災者への住宅支援   3 億 7310 万円

【防災関連】
　◇消防学校・総合防災センター充実
　　　　　　　　   3 億 5899 万円
【中小企業支援】
　◇中小企業の新事業展開支援
 40 億 6741 万円
【観光振興】
　◇外国人観光対策プロモーション強化
         5094 万円

第 1回定例会報告 （平成29年2月13日～3月24日）

平成29年度 予算案を可決 
4 年ぶりの減少 総額 1兆 9402 億円

財
源
不
足
か
ら
財
政
調
整
金
取
り
崩
し

　

神
奈
川
県
議
会
平
成
29
年
度
第
１
回
定
例
会
は
、
２
０
１
７

年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
案
な
ど
議
案
49
件
を
可
決
・
同
意
し
、

３
月
24
日
に
閉
会
し
ま
し
た
。

　
「
と
も
に
生
き
る
社
会　

か
な
が
わ
憲
章
」（
津
久
井

や
ま
ゆ
り
園
で
の
事
件
を
受

け
神
奈
川
県
議
会
で
可
決
）

を
一
人
で
も
多
く
の
方
々
に

知
っ
て
も
ら
う
た
め
、
啓
発

チ
ラ
シ
が
作
成
さ
れ
ま
し
た

（
県
政
レ
ポ
ー
ト
18
号
に
掲

載
）
が
、
県
議
会
と
し
て
も

２
月
16
日
朝
、
Ｊ
Ｒ
桜
木
町

駅
前
で
チ
ラ
シ
の
配
布
を
行

い
ま
し
た
。

　

配
布
活
動
に
は
私
も
参
加

し
職
場
へ
急
ぐ
方
々
へ
、
お

声
を
掛
け
な
が
ら
お
渡
し
し

ま
し
た
。
受
け
取
っ
た
チ
ラ

シ
に
早
速
目
を
通
す
方
も
多

く
、
関
心
の
高
さ
を
改
め
て

実
感
し
ま
し
た
。
今
後
も
機

会
の
あ
る
ご
と
に
同
憲
章
の

精
神
を
広
め
、
皆
で
共
生
社

会
の
実
現
を
目
指
し
て
参
り

た
い
と
思
い
ま
す
。

　

３
月
24
日
に
可
決
さ
れ
た

新
年
度
の
予
算
案
に
は
、
４

か
所
あ
る
県
立
の
障
害
者
施

設
の
夜
勤
職
員
の
増
員
を
始

め
、
危
機
管
理
や
共
生
社
会

の
実
現
に
向
け
て
の
関
連
経

費
と
し
て
、
２
億
９
０
７
万

円
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

ともに生きる社会の実現へ向け
「かながわ憲章」啓発チラシを配布

2017年度の主な事業2017年度の主な事業
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　神奈川区沢渡にある神奈
川県社会福祉会館は昭和
45 年９月に設立されて以
来、現在に至るまで「とも
に生きる福祉社会」をめざ
し「ともしび運動」（※）の拠
点として、大きな役割を果
たしています。

神奈川県社会福祉会館の移転計画
　しかしながら以前より建物の老朽化による整備の必要性が指摘
されており、今定例会における自民党代表質問でもこの問題を取
り上げ、知事からは、神奈川区桐畑への移転後も各種福祉団体の
活動の場として、変わらず支援していく旨の回答を得ました。
　同会館が移転・再建により、県民の社会福祉の拠点地としてさ
らに広く活用されることが期待されます。また、これまで通
り神奈川区内に再建されることで、区民の福祉への意識・関
心が一層高まることと、大変喜ばしく思います。
　今後の整備状況についても、しっかり注視して参りたいと
思います。
※ともしび運動：昭和51年、当時の長洲県知事の呼びかけがきっ
かけとなり始まった。障害の有無、世代や国籍の違いなどを
越え、すべての人たちがお互いに理解し尊重し合い、手を携
えて歩むことができる社会を目指した神奈川の県民運動。

　神奈川県議会では、東京 2020 オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の開催に向けた役割分担・費用負担の
明確化を求める意見書を、昨年末内閣総理大臣および関
係各大臣に提出しています。
　セーリング競技に関しては、当初予定されていた若洲
会場から江の島会場への変更により、約 330億円も節減
されることから、費用削減に本県が大いに貢献している
として、関連する仮設整備費と大会運営費合わせて 80
億円を大会組織委員会で負担することを求める要望を、
県から同委員会へ提出しました。
　県議会でも昨年 12月提出の意見書にある通り、引き
続き納得のいく負担を求めるとともに、五輪大会セーリ
ング競技開催の成功に向けて全力で取り組んでいく考え
です。

　昭和 2年 10月に、横浜市に最初にできた 5区の一つとし
て神奈川区が産声をあげてから（他の 4区は鶴見区・中区・
保土ヶ谷区・磯子区）、今年の 10月で 90年を迎えます。
　区の名称となっ
た「かながわ」の
地名の由来には諸
説ありますが、明
治元年に県が置
かれた際、当時の
横浜村が開港場に
なったものの、東
海道の宿場として
大いに栄えていた
「神奈川宿」に因
んで県の名称とし
たようです。区の誕生にあたっても「神奈川」の名が冠され、
我々区民には大変誇らしい限りです。現在区政 90周年を記
念する様々な企画が進んでいますが、神奈川区をさらに住み
やすく親しみの持てる町にしていくための良い機会になれば
と思います。
　県政に関わる立場から、今一度ふるさと神奈川区の来し方
を振り返り、また現在の在り様を改めて考察して、これから
の神奈川区のためにさらに働いて参る所存です。

　県立がんセンターで、重粒子線治療が開始されて一年にな
ります。もっと多くの患者さんに治療を提供していくための
取組みの拡大・強化は、今後の課題であり、全国的に実績の
少ない小児がんの分野に治療の可能性を拡げることは、その
一つです。
　本県では県立病院機構が小児医療を専門とする「子ども医
療センター」を擁していることから、がんセンターとの間で
連携を図り重粒子治療を進めていくことが可能となります。
まさに本県の県立病院の強みを生かした取り組みとして意義
深く、今後の治療拡大に大きな期待がかかります。
　この問題に関しては、今定例会における自民党の代表質問
で取り上げました。治療機会の拡大とともに、高額となる医
療費も患者とその家族にとって大きな問題であり、「小児がん
に対する重粒子線治療への公的医療保険適用を求める意見書
案」を提出し、可決されました。

　区民の大きな関心事に挙げられるのが、地震を始めとした
災害への防災対策です。個人や家庭での「自助」、隣近所や
町会等で助け合う「共助」の重要性が叫ばれている中、神奈
川区では昨年 6月から中学生に対する防災啓発に関して、区
内公立中学校、地域関係者、区役所、消防署により検討が重
ねられてきました。

　より分かりやすいガイド
の必要性から、中学生向け
の 『防災ガイド』 と地域防災
関係者と教職員向けの『「防
災ガイド」活用マニュアル』
がこの程完成しました。
　「活用マニュアル」は、横
浜市内で初となるものです。
『防災ガイド』は区内公立中
学校の全生徒へ配布、また

『活用マニュ
アル』は学校
及び地域防災
関係者に４月
より配布され
ます。
日頃の準備を
始め、自分の命
を守る知識や発
災時の行動・助
け合いについて
も、とても分か

りやすく記されたガイドとなっています。
　「“助けられる人”から“助ける人”に」地域の一員として、
共助の担い手として、中学生にも大きな期待が寄せられます。
　日頃からの防災教育は、発災時大きな力を発揮します。県
下でも同様の取組みを早急に進めてまいりたいと思います。

五輪組織委員会へ要望を提出
　 セーリング会場の費用負担に関し

重粒子線治療 治療拡大へ期待　
小児がんへの公的医療保険適用求める

区制90周年
　　　 記念の年を良い契機に

　　　　　   『中学生向け防災ガイド』
　　『ガイド活用マニュアル』は 横浜市内初！

⇒ 地震発生時のケース
毎の対応や中学生に
もできる助け合いの
例も記載されている

学校・地域防災関⇒
係者に配布される
活用マニュアルは
市内で初となる

学校の全生徒へ
『
ア
及
関
よ
ま
日
始め
を守
災時
け合
も、

たガイドとな ています

ス
に
の
る

⇒

神奈川区版


